（様式１）
令和　　年　　月　　日　
　公益財団法人しまね産業振興財団　理事長　様

所在地
会社名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　（連絡担当者）
職・氏名
TEL
FAX
E-mail


「令和８年度IT活用事業化伴走支援業務」企画提案競技
参加表明書・誓約書（〆切：令和8年4月28日（火）17：15）

　この業務の企画提案に参加したいので、必要事項を記載のうえ申し込みます。
　なお、「令和８年度IT活用事業化伴走支援業務」企画提案競技実施要領に定められた参加資格を満たしていることと記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。
１　提案者の概要
	法人名・代表者名
	

	本社所在地
	

	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	業種　営業種目
	



２　確認事項（該当するものに☑）
· 地方自治法施行令第167 条の４第１項の規定に該当しない

· 地方自治法施行令第167 条の４第２項各号に該当すると認められる事実があった後２年を経過しない者でない。また、その者を代理人、支配人その他使用人又は入札代理人として使用する者でない

· 会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者であっても、手続開始の決定後、島根県が別に定める手続に基づき、入札参加資格の受付がなされている者は除く。）でない
· 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させていない


【記載についての留意事項】
　・　記載欄は適宜増減してください。

【添付資料】
※各1部添付してください。
企画提案書については6部（正本1部、副本5部）と電子データ（PDF）を添付ください。
各証明書は発行後3 ヶ月以内の原本又は写しとする。
　・企画提案書
　・法人登記簿謄本
・島根県内に事務所を有する者：県税に関する納税証明書
　・島根県内に事務所を有しない者（島根県に納税義務のない者）：本店が所在する都道府県の法人事業税に滞納がないことの証明書
　・税務署が発行する消費税及び地方消費税に関する納税証明書
　・会社等組織概要（会社案内、要覧、定款等）
　・直近3期分の決算書
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